
書式第8号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 7年度 事 業 計

特定非営利活動法人 フー ドバンク大田
1 事業実施の方針
① 余剰食糧提供者の調査、受入れ、仕分け、配送等を実施しながら体制をつくる。主に大田区内の

食支援が必要な団体や住民に向けた「物流のネットワークづくり」を事業の柱とする。

② 食支援を軸に、こどもが毎日どこかの「こどもの居場所」を利用できるように、地域のネットワ

ークで「こどもの居場所 (学習支援を含む)」 をつなぐ仲間づくり、食の物流、居場所および食

の提供をワンストップで目指していく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 2,410 】千円 )

設立・定款変更用

定歌に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

フー ドバンク
事業

・ロットで寄付された食品
を中心にこども食堂、パン
トリー団体等へ、希望する
食品を自動車等による配
送又は保管倉庫で引き渡
す方法により供給
(間接支援)
・活動拠点で行うフー ドド
ライブにおいて寄付され
た食品及び購入食品を、活
動拠点等で実施するフー
ドバントリーにおいて、食
品を必要とする希望者に
直接配布。
(直接支援)

2025年
5月 よ り
月 3回

東京都大
田区中央
4・32-8

7人

。こども
食堂及び
フー ドパ
ントリー
団体
・主に
生活に困
窮する大
田区民

20団体
4,800人

200

こどもの居場
所づくり事業

生活困窮世帯やひとり親
世帯のこどもを中心に、お
やつや食事の提供 とあわ
せて、放課後を孤独に過ご
すのではなくこどもたち
同士で遊んだ り安心 して
過 ごせる第二の居場所を
提供。

2025年
5月 より
週 2回
(火・金 )

東京都大
田区中央
4‐ 32‐8

3人

主に
大田区在
住の小中
学生

600人 1,000

こどもに対す
る学習支援事
業

生活困窮世帯やひとり親
世帯の小学生・中学生を主
な対象に、英語・算数 (数
学)等学習のサポー トを中
心に、近隣の障がい者セン
ター と連携 し点字体験等
のプログラムを取 り入れ
て障がい者への理解を深
めるなど、こども達の多様
性を育む取組を多方面か
ら構築。

2025年
5月 より
週 2
(月・ )

東京都大
田区中央
4‐ 32‐ 8

3人

主に
大田区在
住の小中
学生

600人 1,120

フー ド支援ネット
ワークの構築に資
する事業

自治体・社協を含め、こど
もの居場所 。こども食堂等
フー ド支援に関わる区内
各団体 とのネ ットワーク
を構築する。それにより各
団体間の事業の調整・連携
を図り、複数団体による食
事や食品の提供、こどもが
複数の居場所に参加でき
るようにするなど、利用世
帯への支援を多面的・重層
的・効率的に実施できる体
制をつくる。

2025 年
5月 より
月 1回

東京都大
田区中央
4‐ 32-8
他

5人

王に
生活に困
窮する大
田区民

20団体
4,800人 90
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令和 8年度      事 業 計 画 書
特定非営利活動法人 フー ドバンク大田

1 事業実施の方針
① 余剰食糧提供者と協働し、受入れ、仕分け、配送等を計画的に実施する。大田区に限定せず、食

支援が必要な団体や住民とのつながりを広げ、「物流と人のネットワークづくり」を事業の柱と

する。

② 食支援を軸とする。3年間程度の計画で「こどもの居場所 (学習支援を含む)」 を地域のネット

ワークでつなぐ。それにより、こどもたち同士が情報交換し、多数の
「こどもの居場所」から選

択・利用できるようにして、地域全体が
「こどもの居場所」となることを目指す。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 2,860 】千円 )

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

フー ドバ ン
ク事業

・ ロツ
品を中
パン ト
望する
よる配

で

心にこども食堂、
リー団体等へ、希
食品を自動車等に
送又は保管倉庫で

引き渡す方法により供給
(間接支援)
・活動拠点で行 うフー ド
ドライブにおいて寄付さ
れた食品及び購入食品
を、活動拠点等で実施す
るフー ドパン トリーにお
いて、食品を必要とする
希望者に直接配布。
(直接支援 )

2025年
5月 より
月 3回

東京都大
田区中央
4‐ 32‐ 8

9人

。こども
食堂及び
フー ドパ
ントリー
団体
・主に
生活に困
窮する大
田区民

40団体
9,600人

470

こどもの居
場所づ くり
事業

ZE百困窮世帯やひとり親
世帯のこどもを中心に、
おやつや食事の提供とあ
わせて、放課後を孤独に
過ごすのではなくこども
たち同士で遊んだり安心
して過ごせる第二の居場
所を提供。

2025年
5月 より
週 2回
(火・金 )

東京都大
田区中央
4-32‐ 8

3人

主に
大田区在
住の小中
学生

600人 1,000

こどもに対
する学習支
援事業

王画 団再世帯やひとり親
世帯の小学生 。中学生を
主な対象に、英語 。算数
(数学)等学習のサポー
トを中心に、近隣の障が
い者センターと連携 し点
字体験等のプログラムを
取り入れて障がい者への
理解を深めるなど、こど
も達の多様性を育む取組
を多方面から構築。

2025年
5月 より
週 2回
(月・水 )

東京都大
田区中央
4‐ 32‐ 8

3人

主に
大田区在
住の小中
学生

600人 1,300

フー ド支援ネ
ッ トワークの

構築に資する
事業

自治体・社協を含め、こど
もの居場所 。こども食堂
等フー ド支援に関わる区
内各団体とのネットワー
クを構築する。それによ
り各団体間の事業の調
整・連携を図り、複数団体
による食事や食品の提
供、こどもが複数の居場
所に参加できるようにす
るなど、利用世帯への支
援を多面的・重層的・効率
的に実施できる体制をつ

くる。      _

20254F
5月 より
月 1回

東京都大
田区中央
4‐ 32‐ 8
他

5人

主に
生活に困
窮する大
田区民

40団体
9,600人

90



令和 7年度 活動予算書 (その他事業が生上場合)
特定非営利活動法人  ~7-ヽ ′ッ ク人ヨ

設 立 ・定款 変更用

3().000

60,000
4.000
||| 000

贅助会員 (個人)年会費 (2人 )
(法人)

(個人)年会費 (10人 )
(法人)年会費 (2社 )
［貝
［貝

△
本
人
Ａ

Ｆ

正

2 受取寄附金
受取寄附全
施設等受入評価益

200 0()0

200.000
0

3 受取助成金等
受
"捕
助全

.==文援全

2.000.000

4~]雨

]「[:11::ぅ
,言
讐
業尋,彗
業
 資→る事業|:)ワ ード支援ネツトレ ´

0

0

240,000
0

240.000

|||・ 三

の

2.410.000

1

1

A

(1

(2 の

2

)

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

000
000
0

000
600

000

000

000

000

400

000

.,6.

120.

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
備品購入費
消耗品費
食材費
賃借料
印刷製本費
通信運搬費
保険料
振込手数料
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書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )
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書式第 9サ (法第 10条・第 25条関係 )

令和 8年度 活動予算書 (その他事業が生量場合 )
特定非営利活動法人  フー ドバンク大田

正

正

賛
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会

会
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(個人)年会費 (10人 )
(法人)年会費 (2社 )
員 (個人)年会費 (2人 )

30,000
60.000
1.000
10 000

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受人評価益

380.000
380,000
0

0 受取助威金等
受取
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4了

軍 :|:fi場
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又 益 計 3 144 000

常  コ
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会議費
旅費交通費
備品購入費
消耗品費
食材費
賃借料
印刷製本賞
通信運|'1費
保険料
振込手数料

(2)そ

給料工当
役員報酬

退職給付費用
福利厚生費

1)人

36.000
132.000
0

120.000
710.800
072.800

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

120.000

24,000
6.000
0

0

0

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
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